
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 25 年 6 月 2 日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究では、グローバル経済下における国際間の政策競争が各国の国

内経済や世界経済の資源配分、経済成長、経済厚生などに及ぼす影響を理論的に明らかにした。

国の特性の違いや政策手段の違いによって、政策競争はそれらに対して異なる影響をもたらす

ことが明らかになった。また、グローバル経済における貿易の自由化など、貿易政策の変更が

国内の地域の雇用や環境などに及ぼす影響を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：This research shows the impacts of international policy competition 
in a global economy on resource allocation, economic growth, and welfare in each country 
and a world economy theoretically. Differences in the characteristics of a country or policy 
tools yield a different impacts on resource allocation, economic growth, and welfare. We 
also show the impacts of a change in trade policy such as trade liberalization in a global 
economy on regional employment and a quality of environment in a country. 
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１．研究開始当初の背景 
 複数の地域（国）が存在し、その間を資本
や企業が自由に移動できるとき、各地方（国）
政府の資本や企業への課税がもつ効果を分
析する枠組みは租税競争のモデルと呼ばれ
ている。現実に、様々なレベルの政府はその
支出をまかなうために、法人税や固定資産税
を企業に課している。こうした税を軽減する
という形で企業誘致を行う自治体（国）も多
い。 
 基本的な租税競争のモデルでは、複数地域

からなる経済を想定し、各地域に政府が一つ
ずつ存在しているとする。さらに、各政府は
その地域住民の効用を最大化するように税
率と公共財の供給量を決めると仮定してい
る。その際、地域内の市場の反応は考慮する
ものの、地域外の市場や政府の反応は考慮し
ない。 
この場合、例えば、次のような問題が生じ
る。ある地域で資本課税が行われると、資本
が他の地域に逃げてしまうため、他の地域で
の課税ベースが拡大し、他地域での税収やそ
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れによる公共財供給が増大する。しかし、各
政府は他の地域で生じているこのような便
益を考慮しないため、資本課税が社会全体に
及ぼす影響を過小に評価し、各地域は過小な
水準の税を課すことになってしまう。 

このような状況を指して、"Race-to-the-bo
ttom"という言葉が使われている。また、税
率が低すぎる場合には、地域の政府が協調し
て税率を上げることにより経済厚生を改善
できる可能性があり、特に EU において、税
率協調の議論を引き起こすきっかけになっ
た。こうした租税競争の可能性は古くから指
摘されていたが、Zodrow and Mieszkowski
 (Journal of Urban Economics, 1986)、Wi
lson (Journal of Urban Economics, 1986)
で初めて扱いやすい形でモデル化され、以後
多くの理論的研究が行われてきた。 

他方、租税競争が過大な税の水準をもたら
し、"Race-to-the-top"の状態になるという議
論もある。たとえば、２国からなる経済を想
定し、企業が収穫逓増の生産関数の下で操業
を行うか、寡占もしくは独占的競争の環境で、
企業が内生的に国際間の立地選択を決めて
いる場合を考えてみよう。ある国が輸入品に
対する関税を引き上げると、それは他国に立
地する企業の輸出財の消費者価格を上昇さ
せることになる。それは他国の企業にとって
は売上げの減少につながるため、それらの輸
出企業は関税を引き上げた国に立地を変更
しようとする。企業が流出した国では、労働
市場における賃金の低下、失業率の上昇、さ
らに輸送費用が存在するもとでは消費者価
格の上昇をもたらす。租税競争のもとで各国
はこのような他国への負の効果を無視して
税の水準を決めるため、その水準は過大なも
のとなってしまう。最近では、Mai，Peng a
nd Tabuchi (Regional Science and Urban
 Economics, 2008)が、Krugman らによる新
しい貿易理論の枠組みを用いてこの問題を
分析している。 
しかし、これまでの分析では以下のような

問題が十分に考察されていないと考えられ
る。 
(1) 資本税や関税を中心とした租税競争を中

心として議論が行われており、他の政策
手段による企業誘致競争の問題が捉えら
れていない。 

(2) グローバル経済において推し進められて
いる貿易の自由化などが国内の地域にお
ける雇用や環境などにどのような影響を
与え、その結果、一国全体や世界全体の
資源配分や経済厚生にどのような影響が
生じるかという問題が捉えられていない。 

 
２．研究の目的 
 交通の発達や労働や資本の移動に対する
制度的障壁の減少などが国内のみならず国

際間の労働や資本の移動を容易にし、種々の
政策がそれらの地域間・国際間の移動に大き
な影響を与えるようになってきた。このよう
な状況の中で租税競争や政策競争の議論は、
理論的にも政策的にも非常に重要な課題と
なっている。本研究はこの課題に対して、よ
り現実に即した枠組みのもとで理論的な考
察を行うものである。 
 本研究では、国内の地域間の租税競争を含
む国内・国際間の政策競争の効果をグローバ
ル経済下で再検討する。本研究は大きく分け
て 2 つの課題からなる。 
 第１に、財・サービスの国際取引のみなら
ず国際間の資本移動（あるいは企業の移動）
が存在するようなグローバル経済を想定し、
そのもとで国内の地域間の租税競争やその
他の政策競争が資源配分や経済厚生に及ぼ
す影響を分析する。まず、国内の地域間で租
税競争を行う国に加えて、他国が存在するよ
うな枠組みを想定し、国内の租税競争が他国
との間の資本移動あるいは企業立地に与え
る影響を分析するとともに、その変化が国内
の資源配分や経済厚生に与える影響を分析
する。 
 第２に、グローバル経済下で推し進められ
ている貿易自由化や貿易政策の変更が、他の
政策競争が行われているもとで国内の地域
経済の資源配分や環境、経済厚生などに及ぼ
す影響を分析する。たとえば、国内の地域間
では固定資産税や資本課税で競争が行われ
ており、国際間では関税などの貿易政策で競
争が行われているような枠組みを考える。そ
こで、国内の地域間の租税競争が国際間の関
税競争にどのような影響を与えるのかを分
析し、その結果生じる資源配分や経済厚生の
水準を考察する。また、国際間の関税競争の
存在が、これまで考えられてきた国内での租
税競争の帰結に対してどのような影響を及
ぼすのかという点についても分析を行う。さ
らに、近年、注目を浴びている排出税などの
環境政策の国際間競争も分析の対象とする。 
 
３．研究の方法 
 各年度の研究は、研究代表者である阿部を
中心として、研究分担者の佐藤・山本と共同
で研究を進めた。研究代表者の阿部は、全体
の研究の進捗を常にチェックすると共に各
研究課題の分析に参画した。研究分担者の佐
藤は、国内の地域間の租税競争に関して専門
的な知識を有するので、特にその点と関連し
た基本モデルの構築やその分析を行った。研
究分担者の山本は、不完全競争下の国際間の
企業立地に関して専門的な知識を有するの
で、特にその点と関連した基本モデルの構築
やその分析を行った。研究代表者の阿部は、
国際経済分野を専門としており、環境政策の
国際競争に関連する課題で基本モデルのア



イディアの提供やその分析を行った。 
 本研究は、阿部・佐藤・山本の３名が有す
るそれぞれの専門的知識を有機的に組み合
わせる形で推進した。この３名は同じ大学の
研究科に所属しており、頻繁に会合を持った。   

各年度の具体的な研究方法は以下の通り
である。 
 平成 22 年度には、まずこれまでの租税競
争に関する文献を詳細にレビューし、租税競
争によってもたらされる資源配分効果や経
済厚生効果がどのようなメカニズムを通じ
て発生するのかを明らかにした。また、グロ
ーバル経済のもとでの租税競争やその他の
政策競争を分析するための基本モデルを構
築し、その基本モデルを用いてグローバル経
済下における国内の租税競争がもたらす資
源配分効果や経済厚生効果を理論的に明ら
かにした。 
 22 年度の研究結果を国内の研究会等で報
告し、研究の妥当性やその後の研究の方向性
などについて意見やコメントを聴取した。ま
た、その研究成果を国内のコンファレンスで
研究成果を報告した。 
 平成 23 年度には、前年度に構築されたモ
デルの分析を基礎として、モデルをさらに拡
張、精緻化し、政策競争が資源配分、経済成
長、経済厚生などに及ぼす影響を理論的に分
析した。得られた研究成果は国内外の学会あ
るいはコンファレンスで報告した。また、平
成 24 年度に分析を行う経済モデルの基礎を
構築した。特に、貿易の自由化が、国内の雇
用や環境などに及ぼす影響を捉えられるモ
デルの構築を行った。 
 平成 24 年度には、平成 23 年度に構築した
モデルを用いて、貿易の自由化や貿易政策の
変更が地域経済の雇用や環境に及ぼす影響
を理論的に分析するだけでなく、実証的な分
析も行った。研究成果は国内外の学会あるい
はコンファレンスで報告した。さらに、３年
間の分析のとりまとめを行い、グローバル経
済下における租税競争やその他の政策競争
の政策的インプリケーションを整理した。 
 
４．研究成果 
(1) 国際的な政策競争を考察する場合には、

政策の国際的な相違が貿易構造にどのよ
うな影響を与え、貿易構造の変化が国内
の資源配分や経済厚生にどのように影響
を与えるかを考察する必要がある。国内
政策の一例として環境政策を取り上げ、
その分析を行った。具体的には、企業の
生産活動から発生する汚染を軽減/除去
するような財（環境財）を供給する産業
を導入し、環境財の購入に対する補助金
や排出税が資源配分に及ぼす影響を分析
するとともにそれらの最適政策について
分析した。また、排出税の国際的な差異

が環境財の国際取引を含めた貿易構造に
及ぼす影響も考察した。 

 
(2) 国際賃金格差と技術革新、産業集積に関

する研究を行った。国際間に賃金格差が
発生している場合、市場の大きな国に企
業が集積するとは限らない。この場合、
技術革新は、賃金が低いために企業が多
く集積しているか、もしくは市場が大き
いために企業が集積している国で行われ
る。財の輸送費用が低下するにしたがっ
て賃金格差の影響力が大きくなり、賃金
の安い国への集積が進み、技術革新もそ
の国で行われるようになる。グローバリ
ゼーションの促進に従い、経済成長率は、
上昇、低下、再上昇の方向に変化する。
その間、企業の立地は、分散から、先進
国への集積、再分散、さらに低賃金国へ
の集積という方向で変化する。本研究は、
政策競争が産業集積を通じて国際的な資
源配分や各国の経済厚生に及ぼす影響を
分析していく上での基礎を示した。 

 
(3) 天然資源の偏在が資本移動にどのような

影響を及ぼすか、また、その資本移動に
対して、資源の無い国とある国の政府が
どのように反応するかを、租税競争の枠
組みを用いて分析した。分析に際しては、
局地的にしか利用できない資源を用いて
生産される中間投入財と、資源の有無の
み異なる二国を想定した。その結果、資
本は、資源の無い国からある国へと移動
する誘因があり、そうした資本移動は、
二国合わせた生産効率を改善するものの、
効率性改善の便益は資本輸出国である資
源の無い国に帰着し、資源のある国は厚
生の損失を被ることが明らかになった。
それに対して、政府が資本課税／補助金
を課すことができれば、資本課税を通じ
て資源のある国は資本移動の便益の一部
を取り戻すことができるが、資本課税は
生産効率を損ねてしまう側面があること
も分かった。 

 
(4) ２国間での企業の誘致政策競争と経済成

長の関係に関する研究を行った。多国籍
企業の外国生産に取引費用が発生する場
合、外国政府は取引費用を引き下げるこ
とか、もしくは関税の引き上げによって
多国籍企業の誘致を行う。取引費用の引
き下げ競争は結果として多国籍企業の本
国から外国への流出を招き、経済成長率
を低下させるが、関税の引き上げによる
多国籍企業の誘致競争は、本国への企業
の集積を促し、結果として経済成長率を
上昇させることが分かった。経済厚生は、
経済成長率に大きく依存し、経済成長率



が上昇する場合に経済厚生も改善する。
したがって、関税競争は経済厚生を改善
させるが、取引費用の引き上げ競争は経
済厚生を低下させることが分かった。 

 
(5) 貿易の活性化や地域統合による市場拡大

が、職業選択や起業行動にどのような影
響を及ぼすのかを分析した。特に、大き
な市場が企業を市場規模の差以上に引き
つけるという、自国市場効果と、企業集
中による競争効果のバランスが重要であ
り、日本の地域データを用いた実証研究
により、大都市を抱える地域ほど前者の
効果が大きいことが分かった。 

 
(6) 国際貿易と出生率に関する分析を行った。

この研究では、貿易の自由化が各国の出
生率を引き下げる事を示し、現実データ
と結果が整合的であることを指摘した。
また、人口密度と国際貿易に関する分析
も行った。人口密度が高い国は、市場規
模が大きい。企業は市場規模の大きい国
に集積するので、人口密度の高い国に企
業が集積し、生産される財の輸出国とな
ることを明らかにした。 

 
(7) 都市部における失業と農村部における森

林などの自然環境が存在する経済で、貿
易政策と国内政策の効果を分析した。森
林はコモンズとなっており、共同体によ
って木材が生産されると仮定する。この
とき、自然環境を利用して生産される木
材などに対する輸出税は、自然環境の改
善（森林などの増大）には役立つが、都
市部の失業率を引き上げ、国全体の経済
厚生を引き下げる可能性があることを示
した。また、植林などの政策は、環境の
改善と失業の減少をもたらし、経済厚生
を高める可能性があることを示した。 
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